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第４章  計画・設計 

第１節 導入計画 
 

§16 計画の手順 

本技術の導入計画にあたっては、導入対象の下水処理場の現状および課題等を把握した上

で、設計計算や設備計画の検討を行い、その結果に基づいた導入効果の検証を行う。 

 

 

 

図 4-1 導入手順 

 

【解 説】 

 導入計画にあたっては、対象となる下水処理場の基本事項を検討した後、水処理施設の容量計

算を行う。続いて施設計画の検討を実施し、導入効果の検証を行う。 

本手順は、既存施設への導入を前提としているが、新規増設の場合もこれに準じて計画する。 

なお、容量計算にあたっては設計指針を参考にするとともに、他の実績や既存施設の運転実績

等を踏まえるものとする。 
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§17 基本事項の把握 

本技術の計画、設計に必要な情報を入手し、基本事項を定める。 

（１） 水量（日最大、日平均、日間変動、年間変動） 

現在の季節変動を含む流入汚水量と、各下水道計画に基づく将来予測 

（２） 設計水質、水温 

導入にあたって求められる水質 

（３） 水質基準、規制値 

計画放流水質とその他規制値 

（４） 施設の仕様 

反応タンク、最終沈殿池、送風機等 

 

【解 説】 

本技術導入の計画・設計にあたって必要な情報は以下の通りである。 

（１） 水量（日最大、日平均、日間変動、年間変動） 

設計水量として冬季日最大汚水量を基本とすることから、冬季日最大汚水量を把握する。ま

た、日間変動、年間変動は、本システムの安定運転に必要な情報である。また、流入汚水量や

日間変動、年間変動の将来予測は設備の設計や維持管理計画に必要な情報である。 

 

（２）設計水質、水温 

 設計に必要な水質項目は BOD、SS、T-N、T-P であるが、溶解性 BOD も把握することが望

ましい。生物処理は水温の影響を受けるため、年間の水温変化を把握し、最低水温となる月の

平均値に注意する。 

  

（３）水質基準、規制値 

 計画放流水質とその他の下水処理施設に関連する規制事項を確認する。 

 

（４）既存施設 

 既存水処理施設の寸法、供用開始後の経過年数、水処理設備の経過年数、長寿命化計画、耐

震化の有無等を確認し、これらについても従来技術による更新と本技術導入の場合とを比較、

考慮する。 
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§18 設計基本計算 

把握した基本情報をもとに基本設計値を計算する。 

 

【解 説】 

 単槽型硝化脱窒プロセスの設計フローを図 4-2に示す。設計条件および MLSS 濃度の設定条件

から反応タンク、各ゾーンの容量計算を行う。その後、目標窒素除去量を満たすかどうか確認を

行い、放流水窒素濃度が条件から外れる場合は BOD-SS 負荷の見直しを行う。りんの除去量につ

いては A2O 法と同様に余剰汚泥量と余剰汚泥のりん含有率からりん除去量を求めるが、放流水り

ん濃度が条件から外れる場合は凝集剤の添加を検討する。 
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図 4-2 施設容量計算の流れ 
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§19 設計水量、設計水質、設計水温 

設計水量、設計水温および設計流入水質は、次の各項を考慮して定める。 

（１）設計水量は、反応タンクについては冬期計画 1 日最大汚水量を標準とする。最初沈殿

池および最終沈殿池については計画 1日最大汚水量とする。 

（２）設計水温は、反応タンク流入水温の月間平均の最低値を標準とする。 

（３）設計流入水質は、冬期の流入水の BOD、全窒素、SS、溶解性 BOD、全りん濃度を設定す

る。 

 

【解 説】 

本法の容量計算結果は、設計流入水質、設計処理水質および設計水量等の設定により大きく

変化することから、その設定に当たっては慎重を期さなければならない。特に、設計流入水質

と実態の流入水質にかい離があると設計処理水質を満たせない場合があるので注意する。また、

設計流入水質によっては、余剰汚泥の引抜きによる窒素除去と返送汚泥による脱窒で必要窒素

除去量の大半を除去することが可能とする容量計算結果となる場合があるので注意する。 

 

（１）～（３）について 

設計水量および設計水質は、設計指針の「第６章 第７節Ⅳ．嫌気無酸素好気法§6．7．137」

を参考に決定する。 

また、本法において硝化速度および脱窒速度は、水温低下の影響を受ける。このため、設計

水温を反応タンク流入水温の月間平均の最低値に定めて設計計算を行う。 
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§20 最初沈殿池 

（１）水面積負荷は、計画 1日最大汚水量に対して 25～70 m3/(m2・d)の範囲内であることを

標準とする。 

（２）有効水深は 2.5～4.0m を標準とする。 

（３）バイパス水路を設けることが望ましい。 

（４）最初沈殿池汚泥を反応タンクへ供給できるようにしておくことが望ましい。 

 

【解 説】 

本法の最初沈殿池は、設計指針の「第 6 章 第 7 節Ⅰ－１－１．最初沈殿池」を参考に決定す

る。 

 

（１）について 

基本的には、以下の理由から、水面積負荷は分流式では 35～70m3/(m2・d)、合流式では 25～

50m3/(m2・d)を標準とするが、脱窒に必要な水素供与体を確保するために 25～70m3/(m2・d)の

範囲内である程度高く設定することが望ましい。 

分流式：SS 除去率が高くなると、反応タンク流入水の BOD-SS 比が上昇し、バルキングの原

因となったり、活性汚泥の SVI が高くなり、処理水質の悪化を招くおそれもあるので

水面積負荷は 35～70m3/m2/日を標準とする。 

合流式：雨天時の処理を考慮して水面積負荷は 25～50m3/(m2・d)を標準とする。 

 

（２）について 

池が浅すぎると水流や汚泥かき寄せ機等によって底部に堆積した汚泥を巻き上げたり、温度、

風等の外気影響を大きく受けて沈殿効果が減少するので、有効水深は 2.5～4.0m を標準とする。 

沈殿時間は、分流式下水道では計画 1 日最大汚水量に対して 1.5 時間程度とし、合流式下水

道においては 3.0 時間とすれば雨天時計画汚水量に対して 30 分以上の沈殿時間を確保するこ

とが可能とされている。 

 

（３）、（４）について 

降雨時や通水初期には脱窒に必要な水素供与体（有機物）が少ないことが考えられるので、

最初沈殿池をバイパスするための水路および最初沈殿池汚泥を反応タンクに供給する配管の設

置を検討する。 

また、コストを考慮し、脱窒に必要な水素供与体を確保するためにも、これらの水路や設備

の検討は十分行うこと。ただし、スカムなどが反応タンクに流入すると、水中かくはん装置等

の故障の原因となるため、スクリーン又は破砕機の設置等を検討する。 
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§21 汚泥返送比 

汚泥返送比は、設計水量に対して 50％程度とする。 

 

【解 説】 

返送汚泥率は、設計指針の「第 6 章 第 7 節Ⅰ－１－2．標準活性汚泥法等§6．7．13」を参考

に決定する。 

通常運転時の汚泥返送比は 50％程度である。汚泥返送比をこれより大きくすると、嫌気ゾーン

への NOx-N、DO の持込みにより、嫌気状態に影響を及ぼし、りん除去が阻害されるおそれがあ

る。しかし、汚泥の沈降性が悪化し返送汚泥濃度が低くなった場合でも、必要な MLSS 濃度の維

持を可能にするため、設計水量（夏期）に対してポンプ容量は 100％程度の容量とすることが望

ましい。 
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§22 MLSS 濃度 

MLSS 濃度は 2,000～3,000mg/L を基準とし、最終沈殿池における固液分離が確保される

条件において、可能な範囲で高めに定める。 

 

【解 説】 

本法の MLSS 濃度は、設計指針の「第 6 章 第 7 節Ⅳ．嫌気無酸素好気法§6．7．138」と同様

に 2,000～3,000mg/L を基準とするが、反応タンク内での硝化速度と脱窒速度を高くするため最

終沈殿池の水面積負荷条件や流入水質の窒素濃度による条件などを勘案しつつ、可能な限り高め

に定める。 
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§23 必要 ASRT 

必要 ASRT は、設計水温の条件下で硝化細菌を系内に保持できる日数以上に定める。 

 

【解 説】 

必要 ASRT は、設計指針（2019 年度版）の「第 6 章 第 7 節Ⅳ．嫌気無酸素好気法§6．7．

140」を参考に設計する。 

必要 ASRT は次式で算出する。 
 
𝜃 ൌ 20.65𝑒𝑥𝑝ሺെ0.0639𝑇ሻ ꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏ (1) 

 
ここで、 

θXA  ：ASRT(日) 

T  ：設計水温(℃) 

ただし、設計水温は反応タンク流入水温の月間平均値の最低値を標準とする。 
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§24 BOD-SS 負荷 

BOD-SS 負荷は嫌気ゾーンを含まない反応タンク容量を対象とする。 

 

【解 説】 

BOD-SS 負荷は、下式により表される。 

なお、求めた BOD-SS 負荷は、脱窒速度の算出に用いる。 

 

𝐿ை ⁄ ൌ
𝐶ை, ∙ 𝑄

𝑉 ∙ 𝑋
  ꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏ  (2) 

ここで、 

𝐿ை ⁄  ：BOD-SS 負荷(kgBOD/(kgMLSS･日)) 

𝐶ை, ：反応タンク流入 BOD(mg/L) 

𝑄  ：反応タンク流入水量(m3/日) 

 𝑉  ：反応タンク容量(m3) 

注）嫌気ゾーン容量は、BOD-SS 負荷計算時の容量に含めないこと 

𝑋  ：MLSS 濃度(mg/L) 
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§25 嫌気ゾーン容量 

嫌気ゾーン容量は、滞留時間𝜏ேを 1～2 時間程度確保できるものとする。 

 

【解 説】 

嫌気ゾーン容量は、設計指針の「第 6 章 第 7 節Ⅲ．嫌気好気活性汚泥法§6．7．126」を参考

に設計する。 

また、嫌気ゾーン容量は、BOD-SS 負荷計算時の容量に含めない。 

 

 

𝑉ே ൌ
𝑄 ൈ 𝜏ே

24
  ꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏ  (3) 

 

ここで、 

    𝑄  ：冬季における計画 1 日最大流入水量(m³/日) 

    𝜏ே  ：嫌気ゾーン滞留時間(hr) 
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§26 総好気ゾーン容量 

本法の好気ゾーン滞留時間τAおよび好気ゾーン容量 VAをそれぞれ算出する。 

 

【解 説】 

 総好気ゾーン容量は、設計指針の「第 6 章 第 7 節Ⅱ．循環式硝化脱窒法等§6．7．85(2)」を

参考に設計する。 

ASRTሺ𝜃ሻは、式(4)のように示される。 

    𝜃 ൌ 𝑉 ∙ 𝑋 ൫𝑄ௐ ∙ 𝑋ௐ  ሺ𝑄 െ 𝑄ௐሻ ∙ 𝐶ௌௌ,ீ൯⁄  

     ൌ 𝑄 ∙ 𝜏 ∙ 𝑋 ൫𝑄ௐ ∙ 𝑋ௐ  ሺ𝑄 െ 𝑄ௐሻ ∙ 𝐶ௌௌ,ீ൯⁄  ꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏ (4) 

 

式(4)を式(5)に代入して好気ゾーン滞留時間𝜏(日)は、以下により求められる。 

𝜏 ൌ
𝜃 ∙ ൫𝑎 ∙ 𝐶ௌିை,  𝑏 ∙ 𝐶ௌௌ,൯

ሺ1  𝑐 ∙ 𝜃ሻ ∙ 𝑋
  ꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏ  (5) 

 

好気ゾーン容量𝑉(m3)の算出は式(6)による。 

𝑉 ൌ 𝑄 ൈ 𝜏 ൌ 𝑄 ൈ
𝜃 ∙ ൫𝑎 ∙ 𝐶ௌିை,  𝑏 ∙ 𝐶ௌௌ,൯

ሺ1  𝑐 ∙ 𝜃ሻ ∙ 𝑋
  ꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏ  (6) 

 

ここで、 

𝑄  ：反応タンク流入水量(m³/日) 

𝑋   ：MLSS 濃度(㎎/L) 

𝐶ௌିை, ：反応タンク流入水溶解性 BOD 濃度(㎎/L) 

𝐶ௌௌ,  ：反応タンク流入水 SS 濃度(㎎/L) 

𝜏   ：好気ゾーン滞留時間(日) 

𝑉   ：好気ゾーン容量(m3) 

𝜃  ：ASRT(日)：「§23 必要 ASRT」参照 

𝑎   ：S-BOD（溶解性 BOD）に対する汚泥転換率(gMLSS/gS-BOD) 

𝑏   ：SS に対する汚泥転換率(gMLSS/gSS) 

𝑐   ：活性汚泥微生物の内生呼吸による減量を表す係数(1/日) 
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§27 反応タンク容量 

本法の反応タンク容量を算出する。 

 

【解 説】 

反応タンク容量は、設計指針の「第 6 章 第 7 節Ⅳ．嫌気無酸素好気法§6．7．141(2)」を参考

に設計する。 

反応タンク容量 𝑉ேା（好気ゾーン容量と脱窒ゾーン容量の和）は、BOD-SS 負荷の関数とし

て下式により表される。 

𝑉ேା ൌ
𝐶ை, ∙ 𝑄
𝐿ை ⁄ ∙ 𝑋

  ꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏ  (7) 

ここで、 

𝑉ேା ：反応タンク容量(m3) 

𝐶ை, ：流入水 BOD 濃度(mg/L) 

𝑄  ：流入水量(m3/日) 

𝐿ை ⁄  ：BOD-SS 負荷(kgBOD/(kgMLSS･日)) 

嫌気ゾーン容量は、BOD-SS 負荷計算時の容量に含めない。 

𝑋  ：MLSS 濃度(mg/L) 
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§28 脱窒ゾーン容量の設定 

本法の脱窒ゾーン容量を算出する。 

 

【解 説】 

脱窒ゾーン容量は、設計指針の「第 6 章 第 7 節Ⅳ．嫌気無酸素好気法§6．7．141(2)」を参考

に設計する。 

脱窒ゾーン容量は、反応タンク容量から好気ゾーン容量を差し引くことで下式により表される。 

 

     𝑉ே ൌ 𝑉ேା െ 𝑉 ···················································································· (8) 

ここで、 

𝑉ேା ：反応タンク容量(m3) 

𝑉  ：好気ゾーン容量(m3) 

𝑉ே  ：脱窒ゾーン容量(m3) 
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§29 脱窒ゾーン位置の設定 

本法の脱窒ゾーン位置を設定する。 

 

【解 説】 

 本法における好気ゾーンと脱窒ゾーンの位置関係の概念図を図 4-3 に示す。好気ゾーンは、脱

窒ゾーンを挟んで設置し、前半好気ゾーンと後半好気ゾーンの容量が等量とすることを基本とす

る。 

 

 

図 4-3 好気ゾーンと脱窒ゾーンの位置関係の概念図 
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§30 兼用領域の設定 

本法の兼用領域（硝化と脱窒の両方が進行する領域）を設定する。 

 

【解 説】 

 実証において、図 4-4 に示すように脱窒ゾーンと好気ゾーンの境界部において強い循環流が形

成され、その結果、脱窒ゾーンと隣接する好気ゾーンに低 DO 領域が形成されることを確認した。

また、脱窒ゾーンと隣接する好気ゾーンで阻流壁で囲まれる位置まで DO が 0.2～0.5mg/L であ

ったことを確認しており、循環流が形成される近傍の阻流壁までの範囲は、低 DO となり、硝化

と脱窒の両方が進行する兼用領域と設定した。 

 実証においては、脱窒ゾーンと好気ゾーンの境界から阻流壁までの範囲 5ｍまでは循環流が形

成され、その範囲に阻流壁がある場合は、阻流壁までの範囲を兼用領域と設定した。また、CFD

（Computational Fluid Dynamics）解析で阻流壁がない条件で流体解析を行ったところ、循環流

と DO 分布の傾向が、阻流壁のある場合と同様の傾向を示すことを確認した。そのため、実証結

果をふまえ、兼用領域は阻流壁の有無に関わらず上流側、下流側とも兼用領域と脱窒ゾーンの比

率を 1:2 と設定した。 

 

 

図 4-4 兼用領域の概念図（成瀬クリーンセンター1系） 
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§31 脱窒ゾーンと兼用領域の脱窒速度を算出 

本法の脱窒ゾーンと兼用領域の脱窒速度を算出する。 

 

【解 説】 

 兼用領域においては、DO＝0.5mg/L と仮定し、脱窒速度を以下の補正式（式(9)）によって補正

する。脱窒速度の補正例を表に示す。脱窒ゾーン内（DO＝0mg/L とみなす）では脱窒速度は DO

による阻害を受けないが、兼用領域では阻害を受けるため、脱窒ゾーンよりも脱窒速度は小さく

なる。 

 

 

図 4-5 兼用領域の概念図 

 

脱窒速度における DO の補正定数 ൌ
𝐾𝑂ଶ

𝐷𝑂  𝐾𝑂ଶ
  ꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏ  (9) 

 

ここで、 

𝐾𝑂ଶ ：脱窒速度における DO の補正定数 4）(mg/L) 0.2 

𝐷𝑂：DO(mg/L) 

 

表 4-1 兼用領域における脱窒速度の補正例 

  
DO 脱窒速度補正定数 脱窒速度（補正後） 

mg/L - mgN/(gMLSS･hr) 

兼用領域（上流） 0.5 0.29 0.26 

脱窒ゾーン 0.0 1.00 0.91 

兼用領域（下流） 0.5 0.29 0.26 
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§32 兼用領域も含めた脱窒ゾーンでの窒素除去量を算出 

本法の兼用領域も含めた脱窒ゾーンでの窒素除去量を算出する。 

 

【解 説】 

 脱窒ゾーンおよび兼用領域における脱窒速度から、脱窒による窒素除去量を算出する。 

 

脱窒ゾーンの脱窒量 ൌ
𝐾ே ∙ 𝑉ேの実𝐻𝑅𝑇 ∙ 𝑋 ∙ ሺ𝑄  𝑄ሻ

1,000
  ꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏ  (10) 

 

ここで、 

𝐾ே    ：脱窒ゾーンの脱窒速度定数(mgN/(gMLSS･hr)) 

𝑋    ：MLSS(g)  

𝑄    ：冬季における計画 1 日最大流入水量(m3/d) 

𝑄    ：返送汚泥量(m3/d) 

𝑉ேの実𝐻𝑅𝑇  ：式(11)により計算 

 

𝑉ேの実𝐻𝑅𝑇 ൌ
𝑉ே ൈ 24
𝑄  𝑄

  ꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏ  (11) 

 

ここで、 

𝑉ே    ：脱窒ゾーン容積(m3) 

𝑄    ：冬季における計画 1 日最大流入水量(m3/d) 

𝑄    ：返送汚泥量(m3/d) 

 

兼用領域の脱窒量 ൌ
𝐾ே ∙ 𝑉ேିௗの実𝐻𝑅𝑇 ∙ 𝑋 ∙ ሺ𝑄  𝑄ሻ

1,000
  ꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏ  (12) 

 

ここで、 

𝐾ேିௗ   ：兼用領域の脱窒速度定数(mgN/(gMLSS･hr)) 

𝑋    ：MLSS(g)  

𝑄    ：冬季における計画 1 日最大流入水量(m3/d) 

𝑄    ：返送汚泥量(m3/d) 

𝑉ேିௗの実𝐻𝑅𝑇 ：式(13)により計算 

 

𝑉ேିௗの実𝐻𝑅𝑇 ൌ
𝑉ேିௗ ൈ 24
𝑄  𝑄

  ꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏ  (13) 

 

ここで、 

𝑉ேିௗ   ：兼用領域容積(m3) 

𝑄    ：冬季における計画 1 日最大流入水量(m3/d) 
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𝑄    ：返送汚泥量(m3/d) 

 

 本法における脱窒速度定数の水温補正は、式(14)により算出する。 

 

𝐾ே ൌ 𝐶 ൈ 𝐿ை ⁄  𝛾 ꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏ (14) 

 

ここで、 

𝐾ே    ：脱窒速度定数(mgN/(gMLSS･hr)) 

𝐶    ：温度補正係数=0.1008𝑒𝑥𝑝ሺ0.1167ൈ T) 

𝐿ை ⁄    ：BOD-SS 負荷(kgBOD/(kgMLSS･日)) 

𝛾    ：切片=0.8 

𝑇    ：反応タンク流入水温(℃) 

 

式(14)により反応タンク流入水温（15℃）における脱窒速度定数を算出し、BOD-SS 負荷と脱

窒速度の関係を整理したものを図 4-6に示す。参考に、設計指針の「第 6 章 第 7 節Ⅱ．循環式硝

化脱窒法§6．7．86」から引用した BOD-SS 負荷と脱窒速度の関係（y=7.7x+0.6）を示す。本法

では、設計指針から引用した式のように BOD-SS 負荷の増加と共に脱窒速度が顕著に増加するわ

けではなく、ほぼ横ばいである。この理由は、本法では A2O 法と異なり脱窒ゾーンの前段に前半

好気ゾーンがあるため、そこである程度の BOD 酸化が行われるためである。本例においては、脱

窒速度定数を、図 4-6 中の予測式（y=0.58x+0.8）を基に、設定した BOD-SS 負荷に相当する値

を用いる。 

 

  

図 4-6 BOD-SS 負荷と脱窒速度の関係の例（水温 15℃） 

  

y = 0.58x + 0.8

y = 7.7x + 0.6

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

3.0

3.5

4.0

0.00 0.05 0.10 0.15 0.20 0.25 0.30

脱
窒
ゾ
ー
ン
平
均
脱
窒
速
度
（
m
g
N(
g
M
LS
S
･
hr
)
）

BOD-SS負荷（kgBOD/(kgMLSS･日)）



 第４章  計画・設計 

79 
 
 

§33 兼用領域も含めた脱窒ゾーンでの窒素除去量が必要脱窒量を上回っているか確認 

本法の兼用領域も含めた脱窒ゾーンでの窒素除去量が必要脱窒量を上回っているかを確

認する。 

 

【解 説】 

脱窒ゾーン及び兼用領域における脱窒量が、必要脱窒量を上回っているかどうかを確認する。 

本法における窒素収支は、以下のように表すことができる。 

𝐿்ே, െ 𝐿்ே,ௐ െ 𝐿ேை,ே െ 𝐿ேை,ே ൌ 𝐿்ே,  ꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏ  (15) 

ここで、 

𝐿்ே,  ：反応タンク流入窒素量(kgN/日) 

𝐿்ே,  ：放流窒素量(kgN/日)  

𝐿்ே,ௐ  ：余剰汚泥引抜窒素量(kgN/日) 

𝐿ேை,ே  ：嫌気ゾーン脱窒量(kgN/日) 

𝐿ேை,ே  ：脱窒ゾーン（兼用領域を含む）脱窒量(kgN/日) 

 

本法における窒素収支は下図のとおりであり、窒素除去は余剰汚泥の引き抜き（③）、嫌気ゾー

ンにおける脱窒（④）、反応タンクの脱窒ゾーン（兼用領域を含む）における脱窒（⑤）により行

われる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

よって、脱窒ゾーン（兼用領域を含む）における必要脱窒量は、以下の式により算出できる。 

 

必要脱窒ゾーン脱窒量（必要𝐿ேை,ே）＝①－②－③－④ 

 

ただし、 

 

① 𝐿்ே, ൌ
𝑄 ∙ 𝐶்ே,

1,000
  ꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏ  (16) 

 

 ここで、 

 𝑄    ：反応タンク流入水量(m3/日) 

 𝐶்ே,   ：反応タンク流入𝑇-𝑁濃度(mg/L) 

  

𝑉 𝑉ே 

①流入窒素量 ②放流窒素量 

⑤脱窒ゾーン脱窒量（兼用領域を含む） 

③余剰汚泥引抜窒素量 

④嫌気ゾーン脱窒量 

𝑉ே 𝑉 𝑉ேିୢ 𝑉ேିୢ 
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② 𝐿்ே, ൌ
𝑄 ∙ 𝐶்ே,

1,000
  ꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏ  (17) 

 

 ここで、 

  𝐶ே, ：放流水T-𝑁濃度(mg/L) … 設計処理水質 

 

③ 𝐿்ே,ௐ ൌ
𝑄 ∙ ൫𝑎 ∙ 𝐶ௌିை,  𝑏 ∙ 𝐶ௌௌ, െ 𝑐 ∙ 𝑋 ∙ 𝜏൯・𝑁

1,000
  ꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏ  (18) 

 

 ここに、 

    𝑁  ：汚泥窒素含有率(kgN/kgMLSS) 

𝑄  ：反応タンク流入水量(m³/日) 

𝑋  ：MLSS 濃度(㎎/L) 

𝐶ௌିை, ：反応タンク流入水溶解性 BOD(㎎/L) 

𝐶ௌௌ, ：反応タンク流入水 SS 濃度(㎎/L) 

𝜏  ：好気ゾーン滞留時間(日) 

𝑎  ：S-BOD（溶解性 BOD）に対する汚泥転換率(gMLSS/gS-BOD) 

𝑏  ：SS に対する汚泥転換率(gMLSS/gSS) 

𝑐  ：活性汚泥微生物の内生呼吸による減量を表す係数(1/日) 

 

④ 嫌気ゾーン脱窒量 𝐿ேை,ே ൌ 𝑅𝑟 ∙ 𝑄 ∙ 𝐶ேை,  ………………………………(19) 

 ここに、 

  𝑅𝑟  ：汚泥返送比(－) 

  𝐶ேை, ：放流水𝑁𝑂-𝑁濃度(mg/L) 

 

返送汚泥中の NOX-N 濃度は、最終沈殿池での脱窒量ゼロとみなして放流水中の NOX-N 濃度と

同一とする。 

また、反応タンク流入水中の NOX-N は、一般的にゼロとして扱え、この条件では嫌気ゾーンに

おける脱窒量は、上記の式により算出することができる。なお、嫌気ゾーンには有機物が十分に

存在するため、流入した NOX-N はすべて脱窒されるものとして計算する。 
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§34 りん除去量の算出 

本法のりん除去量は、余剰汚泥量と汚泥のりん含有率により算出する。 

 

【解 説】 

（１）りん除去と SRT の関係 

生物学的りん除去法において除去されるりんは、活性汚泥に蓄積されるため、系外には、最

終的に余剰汚泥として引き抜かれることになる。すなわち、このことは、活性汚泥中のりん含

有率が高く、余剰汚泥量が多いほどプロセスのりん除去率は高くなり、本法における平均的な

汚泥中のりん含有率がわかればりん除去量は SRT から推定することができる（設計指針の「第

6 章 第 7 節Ⅲ．嫌気好気活性汚泥法§6．7．127」から引用）。 

 

（２）活性汚泥中のりん含有率とりん除去量 

生物学的りん除去プロセスにおける余剰汚泥中のりん含有率は、実施設においては、図4-7(設

計指針の「第 6 章 第 7 節Ⅳ．嫌気無酸素好気法§6．7．144」から引用)、図 4-8（本技術実証

結果）に示すように、顕著な傾向を示していない。したがって、りん含有率は、2～4%の範囲で

設定することが望ましい。 

 

図 4-7 嫌気無酸素好気法における SRT と余剰汚泥中のりん含有率の関係（左図） 

(設計指針（2019 年度版） 図 6.7.99 引用) 

図 4-8 SRT と余剰汚泥中のりん含有率の関係（実証結果 右図） 
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生物学的りん除去プロセスで除去される全りん濃度は、汚泥生成量と余剰汚泥のりん含有率

で決定される。りん除去に関する計算は、設計指針の「第 6 章 第 7 節Ⅲ．嫌気好気活性汚泥法

§6．7．127」から引用した式(20)で求める。 

 

ΔCTP＝Px•(a• C s-BOD,in + b•CSS.in -C• τA• X) ………………………………………… (20) 

 ここに、 

  ΔCTP   : 除去全りん濃度（㎎/L） 

Px    : りん含有率(gP/gMLSS) 

C s-BOD,in   : 反応タンク流入水溶解性 BOD (mg/L) 

CSS.in   : 反応タンク流入水 SS 濃度 (mg/L) 

τA    : 好気タンク滞留時間 (d) 

X    : MLSS 濃度 (mg/L) 

a    : S-BOD に対する汚泥転換率(gMLSS/g S-BOD) 

b    : SS に対する汚泥転換率(gMLSS / g SS)  

c    : 活性汚泥微生物の内生呼吸による減量を表す係数 (1 / d)  

 

処理水の全りん濃度 CTP. eff (㎎/L) は設計指針の「第 6 章 第 7 節．嫌気好気活性汚泥法§6．7．

127」から引用した式式(21)で示される。 

CTP. eff  = CTP. in －ΔCTP……………………………………………………………………… (21) 

ここに、 

CTP. in    : 反応タンク流入水中の全りん濃度（㎎/L） 
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§35 必要風量の算出 

必要風量は、流入水質や水量を考慮して求める必要酸素量に基づいて、エアレーション装置

の酸素移動効率から適正に求める。 

（１）必要酸素量の算出 

必要酸素量は、有機物（BOD）の酸化、硝化および活性汚泥微生物の内生呼吸に必要な

酸素量に加えて溶存酸素維持のために必要な酸素量も考慮する。 

（２）必要酸素量の前半・後半への配分 

（３）必要風量の算出（前半・後半別） 

 

【解 説】 

（１）について 

必要酸素量（OR：Oxygen Requirement）は、次式で与えられる（設計指針の「第 6 章 参

考．１ Ⅰ.３(9)必要酸素量」から引用）。 

 

必要酸素量（OR）＝DB ＋DN ＋DE ＋DO 

ここに、 

DB ： 有機物の酸化に必要な酸素量（kgO2/d）・・・・・・① 

DN ： 硝化反応に必要な酸素量（kgO2/d）・・・・・・・・② 

DE ： 内生呼吸に必要な酸素量（kgO2/d）・・・・・・・・③ 

DO ： 溶存酸素濃度の維持に必要な酸素量（kgO2/d）・・・④ 

 

以降に①～④の 4 種の必要酸素量を算出する方法を示す。 
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① 有機物の酸化に必要な酸素量 DB (kgO2/d) 

有機物酸化に必要な酸素量 DB は BOD 除去量に係数 A を乗じて算出するが、脱窒により消

費される BOD 量を減じて計算する。DB は式(22)により求められる。 

 

𝐷 ൌ｛（𝐶ை, െ 𝐶ை,）･𝑄 ൈ 10ିଷ െ（𝐿ேை,ே＋𝐿ேை,ே）･𝐾 ｝･𝐴 ꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏ  (22) 

 

ここに、 

CBOD,in ： 反応タンク流入水 BOD（mg/L） 

CBOD,eff ： 処理水 BOD（mg/L） 

Qin ： 反応タンク流入水量（m3/d） 

LNOX,AN ： 嫌気ゾーン NOx－N 負荷量（kgN/d） 

LNOX,DN ： 脱窒ゾーン（兼用領域含む）脱窒量（kgN/d） 

K ： 脱窒により消費される BOD 量（kgBOD/kgN）：2.0 

A ： 除去 BOD 当たりに必要な酸素量（kgO2/kgBOD）：0.5～0.7 

 

ここで、LNOX,ANおよび LNOX,DNは下式により求めることができる。 

𝐿ேை,ே ൌ 𝐶ேை௫,･𝑄 ൈ 10ିଷ ꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏ  (23) 

 

𝐿ேை,ே ൌ ൫𝐶்ே, െ 𝐶்ே,൯･𝑄 ൈ 10ିଷ െ 𝐿ேை,ே െ 𝑄௪･𝑋௪･𝑁･10ିଷꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏ  (24) 

 

ここに、 

Qr ： 返送汚泥量（m3/d） 

Qin ： 反応タンク流入水量（m3/d） 

Qw ： 余剰汚泥量（m3/d） 

CNOx,eff ： 返送汚泥 NOx-N 濃度（mg/L） 

CTN,in ： 反応タンク流入水窒素濃度（mg/L） 

CTN,eff ： 放流水窒素濃度（mg/L） 

NX ： 余剰汚泥中窒素濃度率（－） 

XW ： 余剰汚泥の平均 SS 濃度（mg/L） 
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② 硝化反応に必要な酸素量 DN (kgO2/d) 

硝化反応に必要な酸素量 DN は、硝化される窒素量に係数 C を乗じて算出する。 

設計指針では、「硝化される窒素量は、ケルダール窒素の除去量から余剰汚泥に転換した窒

素量を差し引いて、式(25)により算出する」としている。 

 

𝐷ே ൌ 𝐶ሺkgOଶ/kgNሻ ൈ硝化した Kj െ N 量ሺkgN/dሻ ꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏ  (25) 

 

ここに、 

C ：硝化反応に伴い消費される酸素量（kgO2/kgN）：4.57 

硝化した Kj－N 量 ：（流入水 Kj－N 量）－（流出水 Kj－N 量） 

－（余剰汚泥に転換された Kj－N 量） 

流入水 Kj－N 量ൌQin･CKN,in × 10െ3 

流出水 Kj－N 量ൌQin･CKN,eff × 10െ3 

余剰汚泥に転換された Kj－N 量ൌ Qin･XX・NX × 10െ3 

ここに、 

単位余剰汚泥量 XX ： a･CS－BOD,in＋b・CSS,in－c･τA･X（mg/L） 

CKN,in ：流入水 Kj－N 濃度（mg/L） 

CKN,eff ：流出水 Kj－N 濃度（mg/L） 

NX ：余剰汚泥窒素含有率（－） 

 

③ 内生呼吸に必要な酸素量 DE (kgO2/d) 

内生呼吸に必要な酸素量 DE は、反応タンク内の微生物量（MLVSS 量）に係数 B を乗じて、

式(26)により算出する。 

内生呼吸の算出にあたっては、好気ゾーンに対して算出する。 

 

𝐷ா ൌ 𝐵･𝑉･𝑀𝐿𝑉𝑆𝑆 ꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏ  (26) 

 

ここに、 

B ： 単位 MLVSS 当たりの内生呼吸による酸素消費量 

（kgO2/kgMLVSS/d）：0.05～0.15 

VA ： 好気ゾーン容量（m3） 

MLVSS ： 活性汚泥有機性微生物（MLSS 中の強熱減量）（kg/m3） 

 

  



 第 4 章 計画・設計 

 

86 
 
 

④ 溶存酸素濃度の維持に必要な酸素量 DO (kgO2/d) 

溶存酸素濃度の維持に必要な酸素量 DO は、溶存酸素濃度に流量を乗じて算出する。DO は

反応タンク末端における一般的な値を設定する。本法では硝化がちょうど完了するような風

量となり、DO は原理的に A2O 法に比べて下がるが、設計上は 1.5 mg/L とする。 

 

𝐷ை ൌ 𝐶ை,･ሺ𝑄  𝑄ሻ ൈ 10ିଷ ꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏ  (27) 

 

ここに、 

CO,A ： 反応タンク末端の溶存酸素濃度(mg/L） 

 

 なお、採水調査日における DO の日平均値は表 4-2 の範囲であった。 

 

表 4-2 採水調査日における DO の日平均値 

 成瀬クリーンセンター 

DO の日平均値(㎎/L) 0.3 ～ 0.8 

 

（２）について 

以上の方法で求めた必要酸素量を前半・後半別に割り振る方法を以下に示す。 

本法では、§29 で述べた通り、好気ゾーンを等分して前半好気ゾーン、後半好気ゾーンとす

るため、必要酸素量も等分することを基本とし、前半好気ゾーン、後半好気ゾーンに振り分け

る。 
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（３）について 

必要風量は必要酸素量を基にして、エアレーション装置の酸素移動効率から前半・後半別に

求める。なお、必要風量の合計値が既設送風機設備の供給可能な風量を上回る場合、設計指針

の「第６章 第７節§6.7.23～§6.7.29」を参考に送風機の増設を検討する。 

必要風量の算出に用いるエアレーション装置の酸素移動効率は、1 気圧で溶存酸素が存在し

ない清水状態における性能であるため、下水処理における必要酸素量をいったん式（28）によ

り清水状態での酸素供給量（SOTR：Standard Oxygen Transfer Requirement）に換算し、酸

素移動効率から必要風量を、式（30）により求める。 

 

𝑆𝑂𝑇𝑅 ൌ
𝑂𝑅 ∙ 𝐶ௌଵ ∙ 𝛾

1.024்ଶି்ଵ ∙ 𝛼ሺ𝛽 ∙ 𝐶ௌଶ ∙ 𝛾 െ 𝐶ሻ
ൈ

101.3
𝑃

  ꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏ  (28) 

 

ここに、 

SOTR ： T1℃における清水状態での酸素供給量(kgO2/d) 

OR ： 反応タンク 1 池の T2℃における 1 日当たりの必要酸素量(kgO2/d) 

T1 ： エアレーション装置性能の前提となる清水温度(℃) 

T2 ： 混合液の水温(℃) 

CS1 ： 清水 T1℃での飽和酸素濃度(mg/L) 

CS2 ： 清水 T2℃での飽和酸素濃度(mg/L) 

CO ： 混合液の DO 濃度(mg/L) 

α ： 総括酸素移動容量係数 KLa の補正係数 

（清水での KLa に対する混合液での KLa の比） 

低負荷法では 0.93、高負荷法では 0.83 

β ： 飽和酸素濃度の補正係数 

（清水での飽和酸素濃度に対する混合液での飽和酸素濃度の比） 

低負荷法では 0.97、高負荷法では 0.95 

γ ： 散気水深による飽和酸素濃度の補正係数 

P ： 処理場における大気圧(kPa) 

 

𝛾 ൌ
1
2
ൈ ൬

10.332  ℎ
10.332

 1൰  ꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏ  (29) 

 

h ： 散気水深(m) 
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𝐺௦ ൌ
𝑆𝑂𝑇𝑅

𝐸 ∙ 𝜌 ∙ 𝑂ௐ
ൈ 100 ൈ

273  𝑇ଶ
273

ൈ
1

1440
  ꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏ  (30) 

 

ここに、 

GS ： 必要風量(Nm3/min) 

EA ： 酸素移動効率(％) 

ρ ： 空気密度(1.293kg 空気/Nm3) 

OW ： 空気中酸素含有重量(0.232kgO2/kg 空気) 
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§36 最終沈殿池 

最終沈殿池は、次の各項を考慮して定める。 

（１）水面積負荷は、計画 1 日最大汚水量に対して 15～25m3/(m2・d)程度に設定することが望

ましい。 

（２）有効水深 3.5～4m 程度とする。 

（３）池にはスカム除去装置を設ける。 

（４）返送汚泥ポンプの容量は、設計水量に対して 100％とする。 

 

【解 説】 

本法の最終沈殿池は、設計指針の「第 6 章 第 7 節Ⅱ－１－３．最終沈殿池」を参考に決定す

る。 

 

（１）、（２）について 

本法は、反応タンクで硝化と脱窒を効率的に行うために標準活性汚泥法に比べて MLSS 濃度

を高くした運転を行う必要がある。また、SVI も高いため最終沈殿池において汚泥界面が高く

なり、流出しやすい特徴がある。処理水の SS 濃度をできるだけ低く抑えるため、水面積負荷

は 15～25m3/(m2・d)程度と低く設定することが望ましい。また、固液分離を確実に行うため、

有効水深は 3.5～4m 程度とし、汚泥界面を考慮して余裕を持たせることが望ましい。 

 

（３）について 

最終沈殿池で発生した、スカムの流出による水質の悪化等を防止するためにスカム除去装置

を設置するものとする。 

 

（４）について 

通常運転時の汚泥返送比は 50％程度である。しかし、汚泥の沈降性が悪化し返送汚泥濃度が

低くなった場合でも、必要な MLSS 濃度の維持を可能にするため、設計水量（夏期）に対して

100％程度の容量とすることが望ましい。 
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§37 設備計画の検討 

① 設備計画の見直し 

 

【解 説】 

① 設備計画の見直し 

技術導入に伴い既存の水処理施設に関する計算書および設備状況をもとに改造を含む設備計

画の見直しを行う。具体的には、標準活性汚泥法からの改築の際に反応タンク数の増設が想定

されるが、その際に最終沈殿池の数が適切かどうか等について検討を行う。 
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§38 導入効果の検証  

施設設計を実施後、導入検討段階に行った概略効果（事業性）に対し、想定通りの導入効

果が得られるかどうかの検証を実施する。 

 

【解 説】 

導入検討段階では、本技術と A2O 法を比較し、概略の導入効果を算出した（§14 導入効果の

検討 参照）。 

ここではより精度の高い条件設定による施設計画に基づいて導入効果の再検討を行う。本技術

の導入における建設費、維持管理費を算出し、導入検討段階で期待していた効果が得られるか検

証する。  
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第２節 設備設計 
 

§39 本技術の設備設計の考え方 

第１節にて容量等を設定した設備において、設計に必要な各機器を用いて、本技術の導入

目的に合わせ、設備の設計を行う。 

 

【解 説】 

 第４章第１節にて容量等を設定した設備において、設計に必要な各機器を用いて、本技術の導

入目的に合わせ、設備の設計を行う。設備設計は、本技術を導入する目的（標準法からの高度処

理化、既設高度処理施設の改築、統廃合に伴う能力増強）に応じて行う。 
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§40 設備設計 

前項に示した設備および機器のうち、設計値を有するものについて説明する。 

①制御用水質センサー（NOX-N 計、NH4-N 計） 

②風量調節弁、送風系統二条化 

③散気装置 

④嫌気ゾーン用隔壁 

⑤統合演算制御システム 

⑥負荷変動追従型送風ユニット 

 

【解 説】 

① 制御用水質センサー（NOX-N 計、NH4-N 計） 

NOX-N 計および NH4-N 計を連続計測する水質センサーを選定する。計測周期に関しては、

5 分以内であれば、許容する。NOX-N 計は UV 式のものが一般的であるが、機種は問わない。

また、NOX-N 計によっては、NO2-N と NO3-N を分けて計測出来るものも存在するが、NOX-

N として計測が可能であれば、NO2-N と NO3-N を個別に計測する必要はない。NH4-N 計は表

4-3、4-4 の通り、隔膜式、電極式が存在するが、機種は問わない。 
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表 4-3 NOX-N 計の例 

計測方式 
210nm UV 吸光度法 

(サンプリング式) 
UV 吸収計測方式 

計測レンジ 0.1～50.0(mg/L) 0.0～10.0(mg/L) 

計測周期 15 秒 ― 

設置方法 バイパスパネル(流通)型 水中浸漬型 

洗浄方法 検出窓をワイパー洗浄 エア洗浄+超音波洗浄 

精度 計測値±3% または 0.5mg/L ― 

電源 
AC100～240V(±10%)、 

50/60Hz 
AC100～240V 

電源 

(ろ過サンプリング装置) 

AC115(AC230V)±10%、 

50/60z 
 

消耗備品 

ワイパー、ワイパーモーター、 

シールセット、光源ランプ、 

計測ウィンドウ、 

フィルターセット、 

O リング、バイパスパネル 

― 

消耗備品 

(ろ過サンプリング装置) 

ローラーポンプチューブ、 

エアフィルタ、 

ポンプカートリッジ・ローラー、 

接続チューブ、 

フィルターモジュール、 

コンプレッサ 

 

消耗品交換頻度 

6 ヶ月毎（ワイパー） 

1 年毎（シール、 

ワイパーシャフトシール） 

― 

消耗品交換頻度 

(ろ過サンプリング装置) 

3 ヶ月毎（ローラーポンプ 

チューブ、エアフィルタ） 

1 年毎（コンプレッサエア 

フィルター、接続チューブ、 

ポンプカートリッジ・ローラー、 

フィルターモジュール） 

2 年毎（コンプレッサ） 

 

校正頻度 ― ― 
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表 4-4 NH4-N 計の例① 

計測方式 
隔膜式ガス選択性電極式 

(サンプリング式) 
イオン電極式 

計測レンジ 0.05～20.0(mg/L) 0.2～20.0(mg/L) 

計測周期 5 分 連続計測 

設置方法 専用スタンド 水中浸漬型 

洗浄方法 洗浄液による自動洗浄 エアー洗浄 

精度 標準液にて計測値の 3%+0.05mg/L 標準液にて計測値の+5%+0.2mg/L 

電源 AC100～240V(±10%)、50/60Hz AC100～240V、50/60Hz 

電源 

(ろ過サンプリ

ング装置) 

AC115(AC230V)±10%、50/60z  

消耗備品 

試薬、標準液、洗浄液、電解液、 

エアフィルタパッド、 

エアーポンプヘッド 

電極カートリッジ 

消耗備品 

(ろ過サンプリ

ング装置) 

ローラーポンプチューブ、 

エアフィルタ、ポンプカートリッジ・ 

ローラー、接続チューブ、 

フィルターモジュール、コンプレッサ 

 

消耗品 

交換頻度 

3 ヶ月毎(試薬、標準液、洗浄液、 

電解液) 

6 ヶ月毎(エアフィルタパッド) 

12 ヶ月毎(エアーポンプヘッド、試薬ポン

プ、洗浄ポンプ) 

6 ヶ月毎 

消耗品交換頻度 

(ろ過サンプリ

ング装置) 

3 ヶ月毎(ローラーポンプチューブ、 

エアフィルタ) 

1 年毎(コンプレッサエアフィルター、 

接続チューブ、ポンプカートリッジ・ 

ローラー、フィルターモジュール) 

2 年毎(コンプレッサ) 

 

校正頻度 ― 毎月校正(状況により 2 週間毎) 
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表 4-5 NH4-N 計の例② 

計測方式 イオン電極式 イオン電極式 

計測レンジ 0.1～30.0(mg/L) 0.00～10.00(mg/L) 

計測周期 常時計測 連続計測 

設置方法 水中浸漬型 水中浸漬型 

洗浄方法 エアー洗浄 超音波洗浄 

精度 計測値±5% または±0.2mg/L 
標準液にて計測値の 3%±digit または

0.2mg/L±1digit 

電源 AC100～240V±10%、50/60Hz AC100～240V(±10%)、50/60Hz 

電源 

(ろ過サンプリ

ング装置) 

    

消耗備品 
アンモニア電極、カリウム電極、 

参照電極、エアー洗浄用フィルター 

アンモニウムイオンチップ、 

カリウムイオンチップ、比較チップ 

参照電極、エアー洗浄用フィルター 

消耗備品 

(ろ過サンプリ

ング装置) 

    

消耗品 

交換頻度 

3 ヶ月毎(電極) 

1 年毎(エアー洗浄用フィルター) 

6 ヶ月毎(イオンチップ、 

液絡キャップ) 

1 年毎(比較チップ) 

消耗品 

交換頻度 

(ろ過サンプリ

ング装置) 

    

校正頻度 毎月校正(状況により 2 週間毎) 2 週間毎(サンプルアジャスト) 
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② 風量調節弁、送風系統二条化 

風量調節弁は、電動操作式と電油操作式が存在する。本技術においては、最適な風量を反応

タンクへ供給するため調節弁の開閉頻度が高くなる傾向にあるため、耐久性の面から電油操作

式が推奨される。 

また、本技術は反応タンクへの風量を、前半と後半別々に演算し送風するため、送風系統を

二条化する必要がある（図 2-4）。 

 

 
図 2-4 単槽型硝化脱窒プロセスの概略フローシート（再掲） 

 

③ 散気装置 

散気装置は、省エネの観点から微細気泡散気装置が推奨されるが、機種は問わない。 

 

④ 嫌気ゾーン用隔壁 

  本技術では、嫌気ゾーンにおける嫌気性確保の観点から、嫌気ゾーン出口に隔壁を設ける。 

 

⑤ 統合演算制御システム 

監視制御システムと通信するため、設置場所や配線ルート等を事前に確認する。 

 

⑥ 負荷変動追従型送風ユニット 

圧力一定制御を実施可能な送風機設備に対し、送風機設備コントローラを経由して統合演算

制御システムが通信することで、負荷変動追従型送風ユニットとして機能する。よって、送風

機設備の新設・既設は問わない。 

 

  

最初沈殿池 嫌気ゾーン

（りん放出）

前半好気ゾーン

（硝化・りん摂取）

脱窒ゾーン

（脱窒）

後半好気ゾーン

（硝化・りん摂取）
最終沈殿池

兼

用

領

域

兼

用

領

域

最初沈殿池汚泥

返送汚泥 余剰汚泥

反応タンク

処理水

バイパス水路

反応タンク

流入水

送風機

FI FI

M M

NOX-N計 NH4-N計

（硝化・脱窒） （硝化・脱窒）
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§41 留意事項 

設備設計、設置上の留意事項、ならびに維持管理にもかかる留意事項を説明する。 

①既設阻流壁の設置パターン別の水質センサーとゾーン位置の設定 

②防泡設備の設置 

③送風機の風量および圧力の制御範囲 

 

【解 説】  

① 既設阻流壁の設置パターン別の水質センサーとゾーン位置の設定 

既設阻流壁の設置パターンによって、水質センサーとゾーン位置を考慮する。阻流壁の設置パ

ターンは大きく分けて図 4-9 のように分類される。阻流壁の位置により兼用領域が小さくなる場

合や、パターン 3 のように兼用領域が発生しない場合は、脱窒量が減少することから滞留時間を

調整する等の検討が必要になる。 

 また、NOX-N 計は上流側の兼用領域よりも手前に設置する。NH4-N 計はセンサーの精度の観

点から 1mg/L 以上の濃度を計測出来るよう、反応タンク末端よりもやや上流側に設置すること

が推奨される。水質センサーの目標値の決め方の概念図を図 4-10 に示す。NOx-N 計の目標値は

導入後の試運転期間等で、実体に合せて変更していくのが好ましい。 

 

 

図 4-9 阻流壁と脱窒ゾーンの位置関係による類型 
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図 4-10 センサー目標値の決め方の概念図 

 

②防泡設備の設置 

脱窒ゾーンはスカムが溜まり易いため、防泡設備を設ける。 

 

③送風機設備の風量および圧力の制御範囲 

送風機設備の風量および圧力の制御範囲が十分に広いことが、風量制御および圧力可変制御の

性能発揮において有利である。 

 

 

 

  




